
大牟田市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１

５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」とい

う。）の実施に関し、法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下

「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（総合事業の目的）

第２条 総合事業は、市が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画

し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、居宅

要支援被保険者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的とする。

（用語の定義）

第３条 この要綱における用語は、この要綱において定めるもののほか、法、省令、介護予

防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働

省告示第１９６号）及び地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第０６０９００

１号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙。以下「通知」とい

う。）の例による。

（サービスの定義）

第４条 この要綱において、次の各号に掲げるサービスの定義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

（１）介護予防訪問介護相当サービス 訪問型サービスであって、旧介護予防訪問介護（地

域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律

（平成２６年法律第８３号。以下「整備法」という。）第５条の規定（整備法附則第１条

第３号に掲げる改正規定に限る。）による改正前の法（以下「旧法」という。）第８条の２

第２項に規定する介護予防訪問介護をいう。以下同じ。）に相当するサービスをいう。

（２）基準緩和型訪問サービス 訪問型サービスであって、旧介護予防訪問介護に係る基準

よりも緩和した基準によるサービスをいう。

（３）介護予防通所介護相当サービス 通所型サービスであって、旧介護予防通所介護（整

備法第５条の規定（整備法附則第１条第３号に掲げる改正規定に限る。）による旧法第８

条の２第７項に規定する介護予防通所介護をいう。以下同じ。）に相当するサービスをい

う。

（４）基準緩和型通所サービス 通所型サービスであって、旧介護予防通所介護に係る基準

よりも緩和した基準によるサービスをいう。

（総合事業の内容）

第５条 市長は、総合事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

（１）介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業）

ア 訪問型サービス（第１号訪問事業）

イ 通所型サービス（第１号通所事業）



ウ その他生活支援サービス（第１号生活支援事業）

エ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）

（２）一般介護予防事業

ア 介護予防把握事業

イ 介護予防普及啓発事業

ウ 地域介護予防活動支援事業

エ 一般介護予防事業評価事業

オ 地域リハビリテーション活動支援事業

（総合事業の実施方法）

第６条 市長は、総合事業を通知別記１第２の１の（１）ア（エ）①（a）から（d）まで

（ただし、一般介護予防事業にあっては、同第２の１の（１）ア（エ）①（a）、（b）又は

（d）に限る。）のいずれかにより行うものとする。

（第１号事業の利用対象者）

第７条 第１号事業を利用することができる者は、次に掲げるサービスの種類に応じ、それ

ぞれ次に定める者とする。

（１）介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービス 別表第１に定

める者

（２）基準緩和型訪問サービス及び基準緩和型通所サービス 市長が別に定める者

（指定事業者により実施するときの第１号事業に要する費用の額）

第８条 総合事業を通知別記１第２の１の（１）ア（エ）①（C）の方法により実施すると

き、第１号事業に要する費用の額は、別表第２の区分及びサービスの種類ごとに、別表第

２に定める単位数に別表第２に定める１単位の単価を乗じて算出するものとする。

２ 前項の規定により第１号事業に要する費用の額を算定した場合において、その額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。

（第１号事業支給費の支給）

第９条 第１号事業支給費の額は、次に掲げるサービスの種類に応じ、それぞれ次に定める

額とする。

（１）介護予防訪問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービス 前条の規定によ

りサービスの種類ごとに算定された第１号事業に要する費用の額（その額が現に当該サ

ービスに要した費用の額を超えるときは、当該サービスに要した費用の額とする。）の

１００分の９０に相当する額

（２）基準緩和型訪問サービス及び基準緩和型通所サービス 前条の規定によりサービスの

種類ごとに算定されたサービス事業に要する費用の額（その額が現に当該サービスに要

した費用の額を超えるときは、当該サービスに要した費用の額とする。）の１００分の

９０に相当する額

（３）介護予防ケアマネジメント 市長が別に定める額

２ 法第５９条の２各号列記以外の部分に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被

保険者等に係る第１号事業支給費については、前項第１号及び第２号中「１００分の９



０」とあるのは「１００分の８０」とする。

３ 法第５９条の２各号列記以外の部分に規定する政令で定める額を超える政令で定める額

以上である居宅要支援被保険者等に係る第１号事業支給費については、前項第１号及び第

２号中「１００分の９０」とあるのは「１００分の７０」とする。

（支給限度額）

第１０条 省令第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平

成２７年厚生労働省告示第１９７号）に定める様式第１（以下「基本チェックリスト」と

いう。）の質問項目の回答が様式第２に掲げるいずれかの基準に該当した者（以下「事業

対象者」という。）の第１号事業支給費の支給限度額は、要支援１の介護予防サービス費

等の区分支給限度額相当とする。

（高額介護予防サービス費等相当事業）

第１１条 市長は、通知別記１第２の１の（１）ア（コ）及び（サ）の例により、高額介護

予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービス費相当事業を行うものとす

る。

２ 前項に掲げる高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービス費相

当事業における支給要件、支給額その他高額介護予防サービス費等相当事業に関して必要

な事項は、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第２９条の２の２及び第２９

条の３に準ずる。

（指定事業者の指定）

第１２条 市長は、指定申請書による申請を受けたときは、その内容を審査し、指定の可否

を決定し、同項の申請をした者に通知するものとする。

（指定の更新）

第１３条 市長は、指定更新申請書による申請を受けたときは、その内容を審査し、指定の

可否を決定し、同項の申請をした者に通知するものとする。

２ 前条の規定による指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によっ

て、その効力を失う。ただし、その期間については、市長が認めた場合は短縮することが

できる。

（指定事業者の基準）

第１４条 指定事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、次に掲げる区分に応じて、それぞ

れ定める基準に従い事業を行わなければならない。

（１） 訪問型サービス

ア 介護予防訪問介護相当サービス 省令第１４０条の６３の６第１号イの基準（旧介

護予防訪問介護に係るものに限る。）ただし、介護保険法施行規則等の一部改正をす

る省令（平成２７年厚生労働省令第４号）附則第２条第３号若しくは第４条第３号の

規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人

員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「旧介護予防サービ

ス等基準」という。）の第１１条第１項中「要支援認定」とあるのは「要支援認定又



は事業対象者であること」と、第３７条第２項中「２年間」とあるのは「５年間」と

する。

イ 基準緩和型訪問サービス 市長が別に定める基準

（２）通所型サービス

ア 介護予防通所介護相当サービス 省令第１４０条の６３の６第１号イの基準（旧介

護予防通所介護に係るものに限る。）ただし、旧介護予防サービス等基準の第１０６

条第２項中「２年間」とあるのは「５年間」と、第１０７条で準用する第１１条第１

項中「要支援認定」とあるのは「要支援認定又は事業対象者であること」とする。

イ 基準緩和型通所サービス 市長が別に定める基準

（変更の届出等）

第１５条 指定事業者は、省令第１４０条の６３の５第１項で定める事項に変更があったと

きは、変更届出書により、１０日以内に、市長に届け出なければならない。

２ 指定事業者は、当該指定に係る事業を廃止し、又は休止しようとするときは、廃止・休

止届出書により、その廃止又は休止の日の１月前までに、市長に届け出なければならな

い。

３ 指定事業者は、休止した当該指定に係る事業を再開したときは、再開届出書により、１

０日以内に、市長に届け出なければならない。

（指定の取消し等）

第１６条 市長は、法第１１５条の４５の９の規定により、指定事業者の指定を取り消し、

又は期間を定めてその指定事業者の指定の全部若しくは一部の効力を停止したときは、当

該事業者にその旨を通知するものとする。

（指定の拒否）

第１７条 市長は、第１２条に規定する指定事業者の指定については、事業所が第１４条に

規定する指定基準を満たした場合であっても、当該事業所に係る指定事業者の指定を行う

ことにより本市のサービス事業の供給量を超過する場合その他の本市における地域支援事

業の円滑かつ適切な実施に支障が生じるおそれがあると認められる場合においては、当該

事業所に係る指定事業者の指定をしないことができる。

（本市の区域の外の事業所に係る特例）

第１８条 第７条、第８条、第９条及び第１４条の規定にかかわらず、指定に係る事業所が

本市の区域の外にある場合であって市長が必要と認めるときは、当該事業所の所在する市

町村（特別区を含む。）の要綱等で定めるところによる。

（事業の委託）

第１９条 市長は、総合事業を法第１１５条の４７第４項に規定する基準を満たす者（事業

対象者に対して行う介護予防ケアマネジメントにあっては、法第１１５条の４７第１項の

厚生労働省令で定める者）に委託することができる。

（事業者の資格）

第２０条 指定事業者及び第１９条の規定により委託を受けて総合事業を実施する者（以下

「総合事業実施事業者」という。）は、次の各号のいずれかに該当するものであってはな



らない。

（１）暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）が役員となっている法人

（３）法人又はその役員等が暴力団又は暴力団員と密接な関係を有するもの

（事業者に対する指導及び監査）

第２１条 市長は、総合事業実施事業者に対して、必要に応じて指導及び監査を行うものと

する。

２ 前項の指導及び監査について必要な事項は、市長が別に定める。

（受託者の遵守事項）

第２２条 法第１１５条の４７第４項に基づき総合事業を受託する者は、省令第１４０条の

６９各号に掲げる基準を遵守しなければならない。

（総合事業に係る利用手続き）

第２３条 居宅要支援被保険者等は、第１号事業を利用しようとするとき（介護予防サービ

スを併せて利用しようとするときを含む）は、介護予防サービス計画作成・介護予防ケア

マネジメント依頼（変更）届出書により、市長に届けなければならない。

２ 市長は、前項の届出をした者のうち、事業対象者に対し、当該者が事業対象者である

旨、基本チェックリストの実施日等を被保険者証に記載し、これを返付するものとする。

３ 第１項の規定による届出は、居宅要支援被保険者等に代わって、当該者に対して介護予

防ケアマネジメントを行う地域包括支援センターが行うことができる。

４ 前３項のほか、総合事業の利用に関し必要な事項は、市長が別に定める。

（総合事業の利用料）

第２４条 市長は、総合事業を通知別記１第２の１の（１）ア（エ）（a）から（c）の方法

により実施するときは、市長が別に定めるところにより、居宅要支援被保険者等に対して

総

合事業に要する費用の一部を負担させることができる。

（委任）

第２５条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に

定める。

付 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。

（指定等を行うために必要な準備）

２ この要綱の施行日前においても、指定事業者の指定等に関し必要な手続きについては、

この要綱に定めるところにより行うことができる。

付 則

（施行期日）



この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、令和６年６月１日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。



別表第１（第７条関係）

区分 サービスの種類 利用対象者

訪問型サ

ービス

介護予防

訪問介護相当

サービス

居宅要支援被保険者又は事業対象者で、次に該当する者

心身の状況や置かれている環境等を調査した結果、身

体介護が必要と認められる者

通所型

サービス

介護予防

通所介護相当

サービス

居宅要支援被保険者又は事業対象者で、次の①又は②のい

ずれかに該当する者

① 心身の状況や置かれている環境等を調査した結果、身

体介護が必要と認められる者

② ①以外の者で、心身の状況や置かれている環境等を調

査した結果、以下に掲げる専門的なサービスが必要と

認められる者

（専門的なサービスが必要と認められる者）

・認知機能の低下や精神障害（うつ傾向などを含む）・知的

障害により日常生活に支障があるような症状や行動を伴

う者

・退院直後で状態が変化しやすく、自立支援に向けた専門

的なサービスが特に必要な者

・精神疾患やパーキンソン病などの精神難病等を有する者

で、専門的な支援を必要とする者

・人工透析を受けており、身体介護を必要とする者

・心疾患やがんなどの疾患により日常生活の動作時に支障

がある者

・在宅酸素療法を行っており、専門的な支援を必要とする

者

・重度の視覚・聴覚障害などで専門的な支援を必要とする

者

・第２号被保険者



別表第２（第８条関係）

別表第３（第８条関係）

介護予防訪問介護相当サービス費及び介護予防通所介護相当サービス費は、それぞれ以下

に掲げる費用を算定するものとする。

なお、当該費用の算定にあたっては、介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第

１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号）及び介護保

険法施行規則第１４０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の制

定に伴う実施上の留意事項について（令和３年３月１９日老認発第０３１９第３号）に準ず

るものとする。

区分 サービスの種類 単位数 １単位の単価

訪問型

サービス

介護予防訪問介

護相当サービス

介護保険法施行規

則第１４０条の６

３の２第１項第１

号に規定する厚生

労働大臣が定める

基準（令和３年厚

生労働省告示第７

２号）に準ずる単

位数

厚生労働大臣が定める１単位の単価

（平成２７年厚生労働省告示第９３

号）で規定された額

基準緩和型訪問

サービス

市長が別に定める

単位数

市長が別に定める額

通所型

サービス

介護予防通所介

護相当サービス

介護保険法施行規

則第１４０条の６

３の２第１項第１

号に規定する厚生

労働大臣が定める

基準（令和３年厚

生労働省告示第７

２号）に準ずる単

位数

厚生労働大臣が定める１単位の単価

（平成２７年厚生労働省告示第９３

号）で規定された額

基準緩和型通所

サービス

市長が別に定める

単位数

市長が別に定める額

１ 介護予防訪問介護相当サービス費

イ 訪問型サービス費Ⅰ １，１７６単位

（事業対象者・要支援１・２ １月につき・週１回程度の訪問）



ロ 訪問型サービス費Ⅱ ２，３４９単位

（事業対象者・要支援１・２ １月につき・週２回程度の訪問）

ハ 訪問型サービス費Ⅲ ３，７２７単位

（要支援２のみ １月につき・週２回を超える程度の訪問）

ニ 初回加算 ２００単位（１月につき）

ホ 生活機能向上連携加算

（１）生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位（１月につき）

（２）生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位（１月につき）

へ 口腔連携強化加算 ５０単位（１回につき）

※１月に１回を限度とする

ト 介護職員等処遇改善加算

（１）介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ＋所定単位×２４５／１０００

（２）介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ＋所定単位×２２４／１０００

（３）介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） ＋所定単位×１８２／１０００

（４）介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ＋所定単位×１４５／１０００

注１ 生活援助従事者研修の修了者が身体介護に従事した場合は、当該月においてイからト

を算定しない。

注２ ホの算定要件等については、訪問介護における生活機能向上連携加算の取扱に準ず

る。

注３ ヘの算定要件等については、訪問介護における口腔連携強化加算の取扱に準ずる。

注４ イからハまでについて、事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しく

は事業所と同一の建物に居住する利用者に対する取扱いについては、訪問介護における

取扱いに準ずる。

注５ イからハまでについて、特別地域加算を算定する場合は、所定単位数に１５／１００

を乗じた単位を足す。

注６ イからハまでについて、中山間地域等における小規模事業所加算を算定する場合は、

所定単位数に１０／１００を乗じた単位を足す。

注７ イからハまでについて、中山間地域に居住する者へのサービス提供加算を算定する場

合は、所定単位数に５／１００を乗じた単位を足す。

注８ トについて、所定単位はイからヘまでにより算定した単位数の合計。

注９ 特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者

へのサービス提供加算及び介護職員等処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定

項目である。

注10 事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者２０人以上にサービスを

行う場合は、支給限度基準額の算定の際、当該減算前の単位数を算入する。

注11 イからハまでについて、虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられて

いない場合は、所定単位数の１／１００を減算する。算定要件等については、訪問介護



における高齢者虐待防止措置未実施減算の取扱に準ずる。

注12 イからハまでについて、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未

策定の場合は、所定単位数の１／１００を減算する。算定要件等については、訪問介護

における業務継続計画未策定減算の取扱に準ずる。

２介護予防通所介護相当サービス

イ 通所型サービス費

(１) 事業対象者・要支援１ １，７９８単位（１月につき）

(２) 要支援２のみ ３，６２１単位（１月につき）

ロ 生活機能向上グループ活動加算 １００単位（１月につき）

ハ 若年性認知症利用者受入加算 ２４０単位（１月につき）

ニ 栄養アセスメント加算 ５０単位（１月につき）

ホ 栄養改善加算 ２００単位（１月につき）

へ 口腔機能向上加算

(１) 口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位（１月につき）

(２) 口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０単位（１月につき）

ト 一体的サービス提供加算 ４８０単位（１月につき）

チ サービス提供体制強化加算

(１) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

① 事業対象者・要支援１ ８８単位（１月につき）

② 要支援２ １７６単位（１月につき）

(２) サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

① 事業対象者・要支援１ ７２単位（１月につき）

② 要支援２ １４４単位（１月につき）

(３) サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

① 事業対象者・要支援１ ２４単位（１月につき）

② 要支援２ ４８単位（１月につき）

リ 生活機能向上連携加算

(１) 生活機能向上連携加算（Ⅰ） １００単位（１月につき）

(２) 生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２００単位（１月につき）

※ （１）は３月に１回を限度とする

ヌ 口腔・栄養スクリーニング加算

(１) 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） ２０単位（１月につき）

(２) 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） ５単位（１月につき）

※ ６月に１回を限度とする

ル 科学的介護推進体制加算 ４０単位（１月につき）

ヲ 介護職員等処遇改善加算



(１) 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） ＋所定単位×９２／１０００

(２) 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） ＋所定単位×９０／１０００

(３) 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） ＋所定単位×８０／１０００

(４) 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） ＋所定単位×６４／１０００

注１ イ（１）（２）について、利用者の数が利用定員を超える場合は、所定単位数に７０

／１００を乗じる。

注２ イ（１）（２）について、看護・介護職員の員数が基準に満たない場合は、所定単位

数に７０／１００を乗じる。

注３ イ（１）（２）について、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算を算定

する場合は、所定単位数に５／１００を乗じた単位を足す。

注４ イ（１）（２）について、事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用する

者に通所型サービスを行う場合は、それぞれ以下のとおり減算する。

イ（１） ３７６単位

イ（２） ７５２単位

注５ ロ、リにおける機能訓練指導員については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配

置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有するはり師、きゅう

師を対象に含むものとする。

注６ ニの算定要件等については、通所介護における栄養アセスメント加算の取扱に準ず

る。

注７ ホの算定要件等については、通所介護における栄養改善加算の取扱に準ずる。

注８ ヘの算定要件等については、通所介護における口腔機能向上加算の取扱に準ずる。

注９ トについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、市に対し老健局長が定める様式による届出を行った事業

所が、利用者に対し、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスを実施した場合に、

１月につき所定単位数を加算する。ただし、ホ又はヘを算定している場合は、算定しな

い。

注10 チの算定要件等については、通所介護におけるサービス提供体制強化加算の取扱に準

ずる。

注11 リの算定要件等については、通所介護における生活機能向上連携加算の取扱に準ず

る。

注12 ヌの算定要件等については、通所介護における口腔・栄養スクリーニング加算の取扱

に準ずる。

注13 ルの算定要件等については、通所介護における科学的介護推進体制加算の取扱に準ず

る。

注14 ヲについて、所定単位はイからルまでによる算定した単位数の合計。

注15 事業所と同一建物の利用者又は同一建物から利用する者に通所型サービスを行う場



合、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算、サービス提供体制強化加算及び

介護職員等処遇改善加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目である。

注16 イ（１）（２）について、利用者に対して、その居宅と事業所との間の送迎を行わな

い場合は、片道につき４７単位（イ（１）を算定している場合は１月につき３７６単位

を、イ（２）を算定している場合は１月につき７５２単位を限度とする。）を所定単位

数から減算する。ただし、注４を算定している場合は、この限りでない。

注17 イ（１）（２）について、虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられ

ていない場合は、所定単位数の１／１００を減算する。算定要件等については、訪問介

護における高齢者虐待防止措置未実施減算の取扱に準ずる。

注18 イ（１）（２）について、感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が

未策定の場合は、所定単位数の１／１００を減算する。算定要件等については、通所介

護における業務継続計画未策定減算の取扱に準ずる。


